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Abstract 
博物館に期待されている役割は、従来の社会教育だけでなく、地域のコミュニティづくりや文化観光拠点施設な

ど多様化しており、それらの社会的ニーズに答えながら運営を続けていくには、除籍を含めた政策の検討が必要で
ある。本研究では公立の郷土博物館の民具資料管理についての現状と課題をアンケートやヒアリング調査により明
らかにしたうえで、博物館のミッションに沿った体系的なコレクション形成に必要な「公共性のある除籍手順」に
ついて検討した。 

The roles expected of museums are diversifying, not only in traditional social education, but also in local community 
building and cultural tourism base facilities, and in order to continue operation while responding to those social needs, 
it is necessary to consider policies including removal. 

In this study, after clarifying the current situation and issues regarding the management of folk implements through 
questionnaires and hearing surveys, we considered “the public removal procedure.” 
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第 1 章 研究の背景と目的 
第 1 節 研究の背景 
1-1-1 博物館の役割の多様化 

博物館の基本的な機能は文化資料の収集・保管・調査
研究・展示による教育普及活動と言えるが、他にも展示
資料を媒体にした地域のコミュニティづくりや、観光
の振興と地域の活性化につなげるという文化観光拠点
施設としての役割も期待されるようになっている。そ
の中でも郷土博物館は、住民が地域への理解や誇り、愛
着などのまちづくりの精神的な基盤を形成させる、欠
かせない博物館であるため、求められているニーズに
対応しながら、博物館を存続させなくてはいけない。人
口減少などによる自治体の財政難のなかで、多様な博
物館活動を行っていくには、従来の文化資料の管理に
人員等が偏っている状態を改め、コレクションの除籍
を含む新たな方策が必要である。 

 
1-1-2 雑多な収蔵品による博物館活動の遅滞や公共
性の欠如 

民具資料等の寄贈を明確な方針もなく⾧年にわたっ
て受け入れ続けた結果、雑多なコレクションになって
いる博物館は少なくない。それは、博物館の全体的な活
動効率を低下させるだけでなく、何十年も展示されて
いない死蔵化した資料など公共性が欠如した状態も生
じさせている。収蔵品のアクセシビリティを保ちなが
ら、円滑に博物館活動を行うには、既に保管している資
料の選別が必要である。 

 

1-1-3 収蔵庫不足などによる公共性の欠如した廃棄 
令和元（2019）年度日本の博物館総合調査によると、

全国の郷土博物館が持つ収蔵庫の状況について、「ほぼ、
満杯の状態」と「入りきらない資料がある」を合わせた
割合は 66.1％であり、このような厳しい状況の中「人
知れず処分されているケース」は少なくないと言われ
ている。しかし、市民の財産である収蔵品の廃棄は公共
性を保ちながら実施されるべきであり、透明性のある
除籍手順の検討が必要である。 

 
第 2 節 先行研究の概要 
 収蔵品の選別に関連する「収集」「保管」「除籍」につ
いての先行研究を概観しておく。 

収集について、各博物館の理念や使命に沿った明確
な収集方針に基づいて行われるべきであるが、どの程
度の博物館がそれを実行できているかなどの実態調査
はあまりなく、実証的な裏付けは十分ではない。 

保管について、劣化などの物理的な要因に対する予
防策の研究は多いが、既に収蔵価値を失った資料の処
理についての研究は見つけることができなかった。 

公共性を保ちながらの除籍について、行政・専門家・
公衆の 3 つの主体が重要なプロセスに関与できるよう
な除籍ガイドラインなどが重要であるという研究があ
るが、その具体的な提案などはされていない。 

 
第 3 節 規程・法令等における除籍の位置づけ 
1-3-1 倫理規程等における位置づけ 

博物館における除籍に対する代表的な捉え方などを
確認する。 
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ICOM（国際博物館会議）職業倫理規程（2004 年 10
月改訂）では「収蔵品の除去」の項目で、除籍する際の
注意点として、法令等の遵守、公衆の信頼の損失、放出
の責任、公認された方法の規定、除籍資料及び処分方法
についての記録などを明記している。世界的な基準で
は、学術的、法的、そして倫理的な問題に十分な配慮が
必要であるとしているものの、除籍行為自体は認めら
れていることが分かる。 

博物館法(1951 年制定)やその他関係規則等では、積
極的に資料を収集することが求められており、除籍に
ついては触れられていない。日本はヨーロッパと違い、
近代以降にコレクションがない状態から博物館を作り
上げてきた経緯があるため、収集・保管のみを想定した
制度設計が行われたと考えられる。 
 （公財）日本博物館協会の「博物館の原則」及び「博
物館関係者の行動規範」（2012 年制定）では、除籍につ
いて「我が国にはなじみが薄いが（ICOM 倫理規程で
は）『収蔵品の除去』という項目を設定している」と
ICOM 倫理規程の項目内容が列記されているのみであ
る。 
 
1-3-2 法令等における位置づけ 
 わが国で博物館が収蔵品を除籍する場合、配慮する
べき法令等について確認する。 

文化財保護法をはじめとする文化財の保護に関する
法令や条例らに指定等されている文化財については、
博物館が除籍する際は事前に、指定登録の解除及び取
消手続きなどが必要であり、場合によっては国や県、市
などに指示を仰がなくてはいけない。一方で、それらに
該当しない文化財については、法令などの規制がない
ため、博物館や所有者の判断で除籍を行ってよいと考
えられる。 

また、寄贈された収蔵品の所有権に関しては、民法上
の「贈与」に基づき、収蔵日もしくは書面での契約日に、
寄贈者から博物館に移転している。よって、法律上は博
物館に所有権があり、寄贈者の許可を得ることなく除
籍を行うことができると考えられる。 

さらに、博物館の収蔵品は、住民から負託されている
財産であるため、除籍をするには各自治体の会計規則
などに準じて処理しなくてはならない。川崎市を例に
挙げると、備品として扱うことが適切と基本的には考
えられる。 

 
第 4 節 目的と対象 
1-4-1 本研究の目的 
 本研究では、収蔵品管理についての現状や課題を整
理したうえで、公共性のある博物館運営に必要な除籍
についての方策を検討する。 
 

1-4-2 研究対象 
本研究では、地方自治体が管理する郷土博物館及び

総合博物館が持つ民具資料を対象とする。 
 

1-4-3 定義 
本研究において、「博物館」は研究対象である「地方自

治体が管理する郷土博物館もしくは郷土資料を有する
総合博物館」と定義する。また、「除籍」は寄贈、移管、
交換、売却、返還及び廃棄などの理由により「収蔵品を
博物館の管理台帳から削除すること」と定義する。 
 

第２章 実態調査 
第 1 節 廃棄の実施等に関する実態調査 
2-1-1 調査概要 
 収蔵品管理の実態を把握するため、収集と除籍（廃棄）
関するアンケートを行った。地方よりも収蔵庫不足が
深刻であると想定した東京都 23 区と神奈川県、横浜市、
相模原市、川崎市の 27 の自治体へ 2020 年 8 月から依
頼を開始し、20 館から回答を得た。なお、その内 6 館
についてはヒアリングを行った。 
＜調査項目＞ 
・設立年 
・収蔵品数 
・管理規程や要綱で、除籍や廃棄などについての記載が
あるか 
・収蔵品を廃棄したことはあるか 
 ※廃棄したことがある場合のみ 
 （１）点数 
 （２）分野（考古・歴史・民族・美術など） 
 （３）廃棄した理由（劣化など） 
・収集方針があるか 
 
2-1-2 アンケート調査結果 

回答があった 20 館について、設立年の平均値と中央
値はそれぞれ約 1989 年と 1990 年であり、設立してか
ら 30 年前後の博物館が回答していることが分かる。 

アンケート調査の結果は表１のとおりであり、8 割の
博物館については廃棄について規定されておらず、一
部の博物館については規定がないままに廃棄が行われ
ている状況があった。なお、廃棄されていた資料はすべ
て民具資料であり、「収蔵する他資料に害が及ぶほどの
腐敗」「原型に復旧することが明らかに不可能」など、
劣化によるやむを得ない理由で廃棄が行われていた。 

また、75%の博物館は収集方針があると回答してい
るが、収集方針と一概に言っても、その形式や具体性な
どは博物館によって大きく異なる。方針内容を聴取す
ることができた 13 館について、収集方針の形式を図１
のとおり分類したところ、半数以上（54％）は要綱等で
明文化されていない、もしくは、条例で大まかにしか規
定されていない場合であることが分かった。さらに収
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集条件の有無を図２のとおり降順に分析した結果、「地
域に関するもの」という方針は全ての博物館において
みられたが、その他の項目についてはばらつきが見ら
れた。また、「地域に関するもの」についても、「地域の
○○（産業や文化など）に関するもの」など、対象を絞
っている方針は少なく、ほとんどが「地域に関するもの
全般」といった大まかな方針であった。 

 
表１ 廃棄に関するアンケート結果（n=20） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図１ 収集方針の形式（n=13） 

 

 
図２ 収集方針の内容（n=13） 

 
2-1-3 ヒアリング調査結果 

ヒアリング調査の結果、多くの博物館で収蔵庫不足
問題は生じており、その対応として廃校や空き教室な
ど遊休施設の活用などといった対策がとられていたが、
それらは問題の先送りでしかなく、根本的な解決とは
なっていない。また、それら遊休施設の多くは、文化資
料の収蔵のために作られたものではないため、気温の
年較差・日較差、また湿度の較差への対策がほとんどと
られておらず、保存環境の観点からも極めて厳しい状
況にあることが予想できる。 

ヒアリングした博物館では、収蔵庫不足や劣化等の

問題について、仕方がないと半ばあきらめ黙認する場
合と、積極的に廃棄を選択できない中で解決策を模索
する場合の２つの姿勢が見られた。これは、予算や収蔵
庫の切迫具合、上層部の圧力などの「危機感」や担当者
の「使命感」の有無の違いであると考えられるが、どち
らの博物館についても「文化資料は基本的に廃棄する
ものではない」という考えが根底にあった。そのため、
廃棄をしている博物館でも文化資料を丁寧に扱い、慎
重な判断が行われていたが、基準を明文化しないまま
に廃棄をするのはやはり公共性の観点から問題がある
と言わざるを得ない。同様に、明文化された基準があっ
たとしても、透明性のある手順で行われていなければ、
公共性が保たれているとは言えない。博物館が公共性
のある除籍を行うには、参考になる具体的な基準や手
順が必要であると考える。 

 
第２節 実態調査から得られた課題の考察 
2-2-1 課題の整理 

ヒアリング及びアンケート調査などによって得られ
た知見から、公共性欠如の要因である除籍（廃棄）の未
実施と不要な収集から生まれる死蔵と秘匿された除籍
（廃棄）について、表２のとおり「学術的価値判断の難
しさ」「寄贈者の信頼」「曖昧な収蔵基準」「制度や手順
上の問題」の４つの視点から考察した。 

 

表２ 収蔵庫管理における公共性欠如の要因 

 
2-2-2 公共性欠如の要因を取り除くには 

公共性欠如の要因である死蔵と秘匿された除籍は
「学術的価値判断の難しさ」「寄贈者の信頼」「曖昧な収
蔵基準」「制度や手順上の問題」から生じており、前者
２つについては各博物館の努力だけで取り除くことは
難しい。そのため、各博物館が対策を打つべきは後者２
つの問題であると考える。 

多くの博物館の現状は、図３の左のとおり、明確な収
集基準を持たないまま寄贈などを受け入れているため、
必要な資料だけでなく不要な資料も収蔵されている。
収蔵された不要な資料、もしくは、収蔵時は価値があっ
たが社会情勢の変化や劣化などにより収蔵価値を失っ
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た資料は、出口である除籍の規定がないために、活用さ
れることも除籍されることもないまま、収蔵庫の隅で
死蔵となり、雑多なコレクションを形成してしまって
いる。さらに一部の博物館では、著しい劣化などのやむ
を得ない事情により、規定がないままの廃棄や、規定は
あっても公共性が保たれていない手順による廃棄が行
われている。 

不要な資料が収集されないようにする、もしくは、透
明性を持って除籍されるようにするには、①明確な収
蔵基準を作成し、資料の選別を行えるようにすること
②除籍を規定にいれ、出口を設定すること、③公共性の
ある除籍手順を作成すること、の３つが必要であると
考える。これらを実施することで、収蔵庫管理の公共性
を高め、死蔵が少ない体系的なコレクションを形成す
ることができ、結果的に博物館活動の活性化につなが
ると考える。 

次章では、③について実際に行われた２つの除籍の事
例を詳しく見ていくこととする。 

図３ 収蔵品管理の現状及び理想 
 
第３章 公共性がある除籍手順 

公共性がある除籍手順を調べるために、北栄町の歴
史民俗資料館「お別れ展示」の関係者と、被災収蔵品の
一部廃棄を決定した川崎市市民ミュージアムにヒアリ
ングを行った。 

 
第１節 北栄町の歴史民俗資料館「お別れ展示」 
3-1-1 「お別れ展示」の概要及びプロセス 

歴史民俗資料館は「お別れ展示」として、2018 年に
除籍予定民具 561 点を展示し、譲渡（473 点）や一部廃
棄を行っている。その手順は、図４のとおり、台帳作成、
価値評価、収蔵基準の作成、徹底した周知の順番で進め
られ、お別れ展示開催後、再収蔵された資料以外を譲
渡・廃棄し、除籍している。 

図４ 「お別れ展示」のプロセス 

 
（１）台帳作成 

歴史民俗資料館にはもともと民具・書籍など 5,358 点
分の資料名や寄贈者名等が記載されている資料受入れ
台帳（エクセルデータ）などが存在した。 
（２）価値評価 

除籍資料の選定には、専門家である樫村氏が作成し
た民具資料ランキング表が大きな影響を与えている。 

 
表３ 北栄町民具資料ランキング表 

ランク 基準 取扱い方法 点数 

A+ 
北栄地区・東伯耆地方
の特徴を示す特に重要
な資料 

保存 12 

A 
北栄地区・東伯耆地方
の特徴を示す重要な資
料 

保存 46 

B 
全国的に見て貴重な資
料 

保存 89 

C+ 

積極的に演出、体験に
使用可能。一般的では
あるが現在は貴重になり
つつある。 

活用しな
がら保存 

85 

C 
積極的に演出、体験に
使用可能。 

活用 639 

D 破損・一般的 廃棄 - 
 

（３）収蔵基準作成 
北栄町の除籍の基準は「他機関に譲渡することで資

料の価値がさらに高まる場合」と「展示・調査研究が困
難なほど劣化しており、同種同等以上の資料がある場
合」の 2 つとしている。 
（４）徹底周知 

北栄町では町の広報誌、放送、会場などで徹底的に周
知を行い、積極的にマスコミ関係者へ取材要請も行っ
ている。 
（５）展示開催と展示収蔵品の処理 
 北栄町は「お別れ展示」で展示した除籍予定資料につ
いて、来館者から「収蔵したほうがよい」との声があっ
た一部の資料は再収蔵、譲渡の希望があったものは譲
渡、残りの資料は除籍（廃棄）を行っている。なお、譲
渡された資料については譲渡後の活用方法を把握する
ためアンケートも実施している。 
（６）委員会 

お別れ展示の各段階における重要な判断は、有識者
と住民からなる運営委員会と、有識者からなる文化財
保護委員会を通して決定されている。 
（９）その他 

今後、除籍する事態が生じた場合、所定の手順（収集
方針など）は踏むが「お別れ展示」を必ずやるとは言え
ない、お別れ展示には多大な労力と可能な限り抑えて
はいるが予算がかかっている、とのことであった。 
3-1-2 まとめ 

歴史民俗資料館のお別れ展示のプロセスは至るとこ
ろで「公共性」が意識されていたことが分かった。除籍
至るまでのプロセス全体として、行政・専門家・公衆で
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課題を共有しながら事業が進められており、「公共性の
ある除籍」と言える。 

しかし、お別れ展示は、北栄町自身が「次も行えるか
わからない」と言わざるを得ないほど、多くの労力と
様々な人の協力があってこそ可能だった取組であるこ
とを忘れてはいけない。安易にお別れ展示を模倣しよ
うとすれば、その業務量の多さに疲弊し、結果的に廃棄
ができない、もしくは公共性が保たれない廃棄となっ
てしまう可能性があると考える。 

 
第 2 節 川崎市市民ミュージアム「被災収蔵品の廃棄」 
3-2-1 川崎市市民ミュージアムの概要 

「都市と人間」を基本テーマに掲げた博物館と美術
館の複合文化施設として、1988 年 11 月に開館した川
崎市市民ミュージアムは歴史から美術、写真、映像など
約 26 点の収蔵品があったが、2019 年 10 月に大型台風
が直撃し、収蔵庫が浸水、約 23 万点の収蔵品が被災し
た。収蔵品のレスキュー作業が進められる中、川崎市は
2021 年 1 月に、写真雑誌や漫画雑誌などの複製印刷物
を中心とした約 4 万２千点を廃棄すると発表した。 

 
3-2-2 被災収蔵品の廃棄のプロセス 

2021 年 1 月に発表された被災収蔵品の廃棄は、図５
のとおりに行われている。まず、被災した資料を浸水し
た倉庫から取り出し、洗浄等の必要な処理を行いなが
ら出庫管理台帳の作成が始められた。その後、既存の除
籍規定とは別に、除籍基準を含む「川崎市市民ミュージ
アム被災収蔵品の取扱について」が作成され、寄贈者の
了解、他機関の同一の資料があるかの確認、価値評価が
行われた。そして、それらの手続きが終了した資料のリ
ストが公表され、それ以降は廃棄及び除籍という流れ
で進められる予定である。 

図５ 「被災収蔵品の廃棄」のプロセス 
 
（１）出庫管理台帳の作成 

被災によって状態に変化が生じた資料が多数あるこ
とから、新たに出庫管理台帳の作成が進められている。 
（２）処分基準を含む運用基準の作成 

被災収蔵品は「修復」を基本としているため、処分基
準は市民ミュージアムの収集方針に基づいた判断では
なく、現実的に保管できるかなどの判断で行われてい
る。特に民具を処分する基準は「原型に戻すことが困難

なほど劣化している資料」や「修復が極めて厳しい資料」
など、かなり劣化が進んだものだけに限られている。 
（３）寄贈者の了承 

寄贈者が既に亡くなっている場合は遺族の方とコン
タクトを取り、連絡先が分からない場合は現地訪問を
するなど、徹底して行っている。 
（４）他機関の同一資料の確認（漫画・ポスター・写真・
映像などが対象、民具は対象外） 

廃棄資料は他の博物館・美術館・図書館等で、被災し
た作品・資料と同一のものを保有しているかを確認す
ることとしている。 
（５）価値評価 
 川崎市は「資料の文化的・歴史的・芸術的・教育的価
値の評価」「作品・資料の評価額の把握」「状態報告」の
３つの評価を手順に入れている。 
（６）処分リストの公開 

2021 年 1 月に川崎市のホームページにおいて、処分
リストが公開された。 
（７）廃棄及び除籍 
 夏前には償却処分したいとしている。 
（８）文教委員会 
 処分基準や手順については文教委員会を通している。
また、有識者会議などは諮られていないが、専門家に確
認してもらっているとのことであった。 
 
3-2-3 まとめ 
 川崎市市民ミュージアムの手順は、台風による被災
がきっかけという経緯もあり、現実的に保管が難しい
ものに絞った処分基準、寄贈者の了承や他機関の同一
資料の確認という条件、複数回にわたる価値評価など、
かなり慎重に処分対象を選定していることが分かった。
また、価値評価を含めると数年単位で準備されていた
北栄町と比べると、被災収蔵品のレスキュー作業と並
行して行われた川崎市は、2019 年 10 月の被災からお
よそ 1 年と 3 か月という短期間で 4 万点以上の処分が
決定されたことも特徴的である。 

一方で、民具については、寄贈者の了承だけでなく、
原形の復旧が難しいほど劣化が進んでいる場合のみに
限られていることなどがあるため、修復も活用もされ
ない死蔵が発生する可能性が高く残されている。また、
処分手順等について議会は通されているものの、北栄
町の文化財保護委員会のような有識者会議などは通さ
れてはいないことも懸念事項として挙げられる。 

 
第４章 公共性のある除籍手順の検討 
第１節 公共性のある除籍手順の検討 
 廃棄を含む除籍が公的に行われたこの 2 つの事例の
除籍プロセスを比較し、「持続可能性」「死蔵化の防止」
「行政・専門家・公衆の 3 主体が関与する公共性」に重
点を置き、除籍手順に必要な要素を図６のとおり検討
した。 
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図６ 公共性のある除籍手順の検討 
 
（１）台帳登録 

処分後も参照できるように、写真・名称・使用方法な
どの情報の記録は必要である。また、除籍を決定する際
には、他収蔵品との関連も確認しておくべきであるた
め、管理台帳が完成されてから除籍に臨むことが望ま
しい。 
（２）除籍基準 

収蔵品の選別を行うには除籍基準を作成することが
必要である。なお、除籍基準には「【各博物館の役割（収
集方針）】に沿っていない」「学術・歴史・芸術における
重要性・貴重性・必要性がない」「年代、使用方法、来
歴が不明」「破損又は汚損が著しく、保存・展示するこ
とができない」「天災又は火災により減失している」「他
の機関に移すことで、広域的な研究の推進や教育普及
活動等につながる場合」などの項目が挙げられる。なお、
収集方針については、「地域に関する資料」などの大ま
かなものではなく、各博物館に求められている役割に
沿った詳細な方針を作成することで、体系的な価値あ
るコレクションを形成できると考える。 
（３）他機関の同一資料確認 

他の博物館等で同一資料が保存されていることを確
認することは、収蔵価値の判断につながるため、複製印
刷物ではない民具等については難しい側面があるが、
必要に応じて行うことが望ましいと考える。 
（４）価値評価 

博物館の業務負担や厳しい予算状況などを考慮する
と、希少性の低い一般的な資料など、第２章の実態調査
で行われていた複数の学芸員による価値評価でも問題
がない範囲があると考える。各館の学芸員等で一次的
な判断を行ったうえで、必要に応じて専門家による価
値評価を取り入れるなどの運用が良いと考える。 
（５）周知 
 公共性を保つには除籍予定資料をホームページ等で
周知し、市民に向けて説明責任を果たすことが必要で
ある。それに加えて、安全衛生上の問題がない範囲で、
現物を展示室で公開してから除籍することがより適切
であると考える。 
（６）再収蔵 
 収蔵品の除籍予定資料の公表に対する市民等の反応
を正確に予測することは難しい。公開された除籍予定

資料に対して、強い反対などの声があがれば再度判断
し、再収蔵することができるという選択肢を残してお
くことは、行政にとっても市民や専門家にとっても必
要であると考える。 
（７）譲渡 

博物館にとって不要となった文化資料を他の教育関
係機関等に譲渡することで研究の推進や教育普及活動
に貢献できる可能性がある場合は、廃棄ではなく譲渡
することが望ましい。一方で、譲渡先は教育関係機関の
みにする、著しい劣化等活用に耐えない状態の資料は
譲渡対象から外す、など譲渡に関する運用はある程度
制限し、持続可能性を高めることが必要であると考え
る。 
（８）廃棄 

除籍予定資料のうち再収蔵及び譲渡に該当しなかっ
たものについては速やかに廃棄を実施する。 
（９）委員会等 

除籍基準や手順については、市民と有識者の意見を
取り入れられる委員会を通し、公開することが適切で
ある。それによって、行政・市民・専門家の 3 主体が関
わりつつ、除籍予定資料の選別などは博物館が一定の
裁量を持って判断できる、という公共性と持続可能性
が共存した除籍になると考える。 
 
第２節 今後の展望 

博物館が、限られた予算や人員を使って、多様化す
る社会的なニーズに答えながら運営を続けていくに
は、雑多なコレクションや収蔵庫問題など、博物館活
動に弊害をもたらしている問題の対応策が必要であ
り、それには公共性のある除籍が不可欠である。本研
究では、アンケート調査と２つの事例研究などによ
り、収蔵品の管理において生じている問題を洗い出し
たうえで、博物館の実態に即した公共性のある除籍手
順の検討を行ったが、公共性が保たれた国内の除籍事
例は少なく、これからも議論し続けなくてはいけない
課題である。 

北栄町が正々堂々と民具資料を除籍してから 2 年以
上、大きな批判がないのは、多くの博物館が表には出
さなくとも除籍の必要性を認識しているからである。
本研究で検討した除籍手順などが博物館の除籍に関す
るさらなる議論のきっかけになればよいと思う。 


